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人口減少社会に対応した土地利用のあり方について

都市計画部都市計画課土地利用係

資料１
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１．これまでの前橋市の都市計画/これからの前橋市の都市計画

2（出典）第３期県都まえばし創生プラン
※1965年から2015年までは実績値、2020年以降は社人研による推計値

これからは、人口減少・超高齢化に対応し、持続可能な
集約型都市構造の実現が求められる。

これまでは、急速な人口増加、都市拡大圧力への
対応が中心。

（人）

現行都市計画法(1968)

都市再生特別措置法改正(2014)立地適正化計画制度

3411条例施行・合併（大胡・宮城粕川）
(2004)区域区分（線引き）(1971)

ライフスタイルの
多様化

合併（富士見）(2009)

コンパクト・プラス・ネットワークのまちづくり
都市基盤整備・良好な市街地の供給

土地区画整理事業・ニュータウン開発・拠点整備

モータリゼーション

世帯数の増加

３世代家族の
減少

（km2）

・立地適正化計画
・歩きたくなるまちづくり
・交通ネットワークの再編
・まちづくりDX ･･･

前橋市立地適正化計画(2019)
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前橋市立地適正化計画（H31策定、R6改訂）

面積

（km2）

割合

（％）

計画対象地域 54.8 100%

居住誘導区域 26.4 48%

※計画対象地域
前橋都市計画区域の市街化区域
前橋勢多都市計画区域の用途地域

居住や都市機能の誘導によるコンパクトなまちづくりと地域交通の再編との
連携により、「コンパクト・プラス・ネットワーク」のまちづくりを推進

立地適正化計画区域

=都市計画区域

居住誘導区域

都市機能誘導区

域

市街化区域等

市街化区域等

都市機能
誘導区域

居住誘導区域
立地適正化計画区域

医療や福祉、商業施設などの都市機能施設や住宅などの居住施設がまとまって立地す
るよう、ゆるやかに誘導を図り、住民が公共交通によりこれらの都市機能施設へアクセスで
きるなど、公共交通と連携したまちづくりを進めるもの。

立地適正化計画 前橋市立地適正化計画

誘導区域設定図

前橋市立地適正化計画における目標値
資料：町別住民基本台帳人口表

（令和4年9月末日現在を基に作成）

目標値：居住誘導区域内の人口密度

基準値（H29年・2017年） 42.9人/ha

現況値（R4年・2022年） 41.7人/ha

目標値（R22年・2040年） 42.9人/ha

立地適正化計画の実効性向上に向けた更なる取り組みの強化が必要
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前橋市土地利用のあり方に関する検討会議

目的

内 容

令
和
６
年
度

第１回
R6.9

１．人口減少社会に対応した土地利用の方向性について
２．市民アンケート調査の実施について

R6.10
コンパクトなまちづくりを考えるシンポジウム
「次世代にも暮らしやすいまちづくりとは？」

第２回
R6.12

１．コンパクトなまちづくりを考えるシンポジウムの開催について
２．公共交通再生に向けた取り組みについて（交通政策課）
３．前橋市の土地利用における現状、今後の方向性について
４．市民アンケート調査の実施について

第３回
R7.3

１．市民アンケート調査結果について
２．土地利用の基本方針の策定

令
和
７
年
度

第４回
１．推進方策の検討
・土地利用推進方策の検討
・市街化調整区域における土地利用検討（開発許可制度）
・非線引き都市計画区域における土地利用検討（特定用途制
限地域）
・実施プログラムの検討
・関係団体ヒアリング

第５回

第６回 １．コンパクトなまちづくりに向けた土地利用方針とりまとめ

立地適正化計画で設定された居住誘導区域への人口集積を進める上で、その他の区域における土地利用のあり方
を策定するとともに、それを推進するための取り組むべき方策について検討するもの
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市街地の郊外化の進行

2020年から2040年までの総人口増減分布

郊外部での
人口増加

中心部での
人口減少

出典：将来人口・世帯予測ツールV3（R2国調対応版）

2010年から2020年までの総人口増減分布
資料：国勢調査

世帯数の推移

郊外への人口や都市機能の流出、無秩序な宅地化が進行

2013～2023年の建築確認申請による動態
資料：前橋市建築確認申請台帳

・ 市街化区域から市街化調整区域への移動が957件の流出超過。

・ 市街化区域から非線引き都市計画区域への移動が398件の流出超過。

・ 市外・県外からの移動は市街化区域が多くなっている。

・ 市内の移動は市街化区域から郊外部への移動が多い。
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拡大する市街地（市街化調整区域）

市街化調整区域の土地利用現況

用途別土地利用の推移（市街化調整区域）

市街化調整区域の土地利用の推移（Ｈ17-Ｒ3）

資料：Ｒ３都市計画基礎調査

資料：Ｒ３都市計画基礎調査

資料：Ｒ３都市計画基礎調査
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拡大する市街地（非線引き都市計画区域（用途地域外））

非線引き都市計画区域（用途地域外）の土地現況

資料：Ｒ３都市計画基礎調査

資料：Ｒ３都市計画基礎調査

非線引き都市計画区域（用途地域外）土地利用の推移（Ｈ17-Ｒ3）

用途別土地利用の推移（非線引き都市計画区域（用途地域外））
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このままスプロールを許容する都市の未来

生産年齢人口はほぼ半減する50年後、
今の子供たちが
引き継いで暮らしたいと思えるまち
＝世代交代が可能なまちにできるか？

・自動車があれば便利に暮らせる
・地価が安いから広い家がつくれる
・駐車場を4台確保できる
・周りも若い世代が多い etc

活用できずに残存ずる空き家 市街化調整区域の規制緩
和で宅地化された土地

「住宅がどんどん建つ → 都市が活性化」ではなく、
都市全体の機能・バランスをどうコントロールしていくか。どう戦略的にマネジメントしていくか。
という根本的な都市計画（土地利用コントロール）が重要に！

人口減少下でのスプロールの許容＝将来の空き家になる可能性が高い
（二度と農地には戻らない、農地などに戻すにも相当のコストがかかる
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【自家用車利用に頼る弊害】（高齢者の移動難民化以外の弊害）
■担い手不足の中でバス・鉄道の維持がますます困難に…
・バス・鉄道の減便・廃止が進むと、共働きが増える中で、家族は、子ども・高齢の親などの送迎負担増
・利用者数減少で運賃上昇によるバス・鉄道での通学費用も負担が重くなる可能性
・来街者の移動ができず、地域経済の活性化に影響

■低密度に拡大した都市で子供の数が減少していくと…
・教育の質をどう確保していくか？（クラス替えも可能な学級数の維持）
・自宅⇔登下校・クラブ活動の移動をどうサポートするか？（スクールバスの運転手確保も困難化）
・子どもたちが、自宅と学校以外の交流施設・多様なコミュニティへのアクセス・関わりが困難

■郊外の大規模SCやロードサイドショップの乱立を許容し続けると…
・徒歩や自転車でアクセス可能な身近なスーパーやお店の減少（後継者問題も大きいが）
・人口減少で大規模SCやロードサイドショップの閉店→更に遠方に行かなければ暮らしが成り立たなくなる

■災害時も避難所へ車でしかアクセスできないエリアが増えると…
・災害リスクが高いエリアでは命の危険性が高まる
・災害時・災害後の孤立化、被災者の把握や救援活動に時間を要する

都市の「体質改善」としてのコンパクト・プラス・ネットワーク

都市政策の「体質改善」としてのコンパクト・プラス・ネットワーク
＝都市を縮小・たたむことではありません
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「次世代にも暮らしやすいまちづくり」の実現に向けて

新たな価値創出や都市課題解決に向けた土地利用を推進（都市マネジメント）

10

市全体の土地利用を「コンパクト・プラス・ネットワーク」型へと再編

・ 郊外においても地域の拠点や公共交通の利便性の高い「まちのまとまり」エリアへ開発を誘導

・ 立地適正化計画に基づく取り組みのさらなる推進
・ 郊外部におけるこれ以上の市街地の拡散を抑制

「まちのまとまり」形成イメージ


